
各  位                            

平成 24 年 12 月 14 日 

 

会 社 名 ホ シ ザ キ 電 機 株 式 会 社

代表者名 代表取締役社長 鈴 木 幸 彦

（コード番号：6465 東証第一部・名証第一部） 

問合せ先 常務取締役 本 郷 正 己

（ TEL. 0562-96-1320）

 

Western Refrigeration Private Limited の株式取得に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 24 年 12 月 14 日開催の取締役会において、以下の通り、インドの業務用冷蔵庫

メーカー Western Refrigeration Private Limited（以下 Western 社）の株式 50.01%を取得し、

子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．株式取得の目的 

当社は、今後の更なる成長の核となる海外における売上高及び市場シェアの増加を目指し、

既に拡充を進める先進国に加えて、今後成長の見込める新興国での商圏の拡大に取り組んで

おります。また、海外における成長の柱として、先行する業務用製氷機に加えて、業務用冷

蔵庫の拡販を最重要課題と位置付けております。Western 社は、冷蔵ボトルショーケース及

び冷蔵・冷凍ストッカーの開発・生産・販売拠点をインド国内に有し、高品質の製品を開発・

生産する技術力と、インド主要市場を網羅する販売・サービス網を強みとする、成長性及び

収益性共に優れた企業です。今回 Western 社を子会社化いたし、インド市場を熟知する既存

の経営陣が引き続き経営にあたることで、業務用冷蔵庫を含む当社グループ製品のインド国

内での製造・販売、当社の支援による Western 社の製品開発力強化、生産性及び品質改善等

のシナジー効果が期待できます。 

 

２．株式取得の方法 

Western 社の第三者割当増資引き受け及び、既存株主が保有する株式の一部を取得し、合

計で 50.01%の株式を取得いたします。また、本買収後においても、当社は既存株主が保有す

る株式を段階的に取得し、今後 4年間で 100%の株式を保有する予定です。 

 

３．買収する子会社の概要 

① 名 称 Western Refrigeration Private Limited 

② 所 在 地 インド ムンバイ 

③ 代表者の役職・氏名 Harmeet Singh (Managing Director) 

④ 事 業 内 容 冷蔵ボトルショーケース及び冷蔵・冷凍ストッカーの開発･

生産･販売、保守サービス 

⑤ 資 本 金 9,980 千インドルピー 

⑥ 設 立 年 1972 年 



資本関係 当社と当該会社との間には、資本関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該

会社の関係者及び関係会社の間には、資本関係

はありません。 

人的関係 当社と当該会社との間には、人的関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該

会社の関係者及び関係会社の間には、人的関係

はありません。 

 

 

 

⑦ 当 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

取引関係 当社と当該会社との間には、記載すべき取引関

係はありません。また、当社の関係者及び関係

会社と当該会社の関係者及び関係会社の間に

は、特筆すべき取引関係はありません。 

⑧ 当該会社の最近３年間の売上 

決 算 期 2010 年 3 月期 2011 年 3 月期 2012 年 3 月期 

売 上 高 2,004 百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 2,255 百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 3,058 百万ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ

 

４．株式取得の相手先の概要 

① 氏 名 Simran Harmeet Singh、Vineet Parmeet Singh 他 

② 住 所 インド ムンバイ 

 

 

③ 当 社 と 当 該 

個 人 の 関 係 

当社と当該個人（その近親者、当該個人及びその近親者が過

半数を所有している会社等並びにその子会社を含む。）との間

には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該個人並びに当該

個人の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係・

人的関係・取引関係はありません。 

 

５．日程 

（１） 株式譲渡契約締結日  平成 24 年 12 月 14 日 

（２） 株式取得予定日  平成 25 年  1 月 10 日を予定 

 

６．今後の見通し 

Western 社の純資産は、当社連結純資産の 100 分の１未満であり、本件による当連結会計

年度の連結業績及び連結財政状況に与える影響は軽微であります。 

 
以 上 


